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PPP/PFI の主要な事業方式であるコンセッション事業方式は，既存施設に対して設定するものと捉えら

れがちであるが，施設を新設して運営権を設定することも可能である．しかし，これまでに事業化された

事例においては，施設の整備に対して運営・維持管理を担うコンセッション事業者の意見が直接反映でき

ないスキームとなっている．そのため，施設を新設するという機会を最大限に活用できるように，一体的

な事業調達が望まれると言える．そこで，本研究では，筆者らがこれまでに提案してきている統合分析手

法を用いて，新規施設の混合型コンセッション事業を整備・運営一体の事業スキームとして検討する方法

を提案することを目的としている．具体的には，仮想の新設道路事業を対象に，混合型コンセッションを

前提に経済・財務・資金調達・財政支出の観点から統合分析表の枠組みを作成した上で，モンテカルロシ

ミュレーションによるリスク分析を実施している．そして，いくつかのケーススタディを通して事業スキ

ーム構築における統合分析の有用性について確認した． 
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1. はじめに 

 

 公共団体の財政逼迫等を背景に，公共施設等の整備や

維持管理・運営における PPP（Public-Private Partnership）

/PFI（Private Finance Initiative）が推進されてきている．  

PPP/PFI推進アクションプラン 1)においても，コンセッシ

ョン事業の推進やインフラ分野への裾野拡大，公的不動

産における官民連携の推進等が主な施策となっている． 

コンセッション事業は，PPP/PFI の主要な事業方式の

一つである．一般的にコンセッションというと，独立採

算事業の既存施設に対して運営権を設定するものと捉え

られがちである．しかし，「公共施設等運営権及び公共

施設等運営事業に関するガイドライン」にも説明がある

ように，施設を新設して運営権を設定することや，料金

等での独立採算が困難な場合に税財源等を投入する混合

型コンセッション事業についても可能である． 

内閣府の「コンセッション事業等の重点分野の進捗状

況」（2019 年 8 月 1 日時点）2)には，新規施設における

コンセッション事業として，有明アリーナをはじめとす

る 4事業が挙げられている．しかし，これらの 4事業全

てにおいて，施設整備とコンセッションの事業調達をそ

れぞれ別の事業として実施している．そのため，新設に

もかかわらず，施設の整備に対して運営・維持管理を担

うコンセッション事業者の意見が当事者のものとして直

接反映できないスキームとなっている．今後の新規施設

のコンセッション事業においては施設を新設するという

機会を最大限に活用できるように，一体的な事業調達が

望まれると言える． 

 以上の背景認識のもとに，本研究では，筆者らがこれ

まで提案してきた統合分析手法を用いて，施設新設のコ

ンセッションを施設整備・運営一体の事業スキームとし

て検討する方法を提案することを目的としている．まず，

これまでのわが国におけるコンセッション事業の現況を

整理し，事業スキームの特性を明らかにする．次いで，

仮想の新設道路事業を対象に，混合型コンセッションを

前提に経済・財務・資金調達・財政支出の観点から統合

分析表の枠組みを作成した上で，モンテカルロシミュレ

ーションによるリスク分析を実施している．さらに，い

くつかのケーススタディを通して事業スキーム構築にお

ける統合分析の有用性について確認している． 
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2. 既存研究 

 

(1) 既存研究のレビュー 

a) 便益帰着構成表 

 本研究で用いる統合分析表の基礎となる便益帰着構成

表については，森杉 3)で各事業効果別に定式化し，具体

的な便益帰着構成表による記述を行う形で理論的なアプ

ローチを行っている．また，上田ほか 4)では便益帰着構

成表の現状分析と発展方向について述べている． 

b) PPP/PFI事業評価 

 PPP 事業の純粋な便益評価を行っている Anastasopoulos 

et al.5)などが見られる． 

道路PPP事業を対象とし，費用縮減分とどまらずサー

ビスに対する増分を含めた統合的な PPP事業評価を試み

ている文献として，De Corla-Souza 6) 7)，De Corla-Souza et al.8) ，

De Corla-Souza and Farajian 9)が挙げられる． 

c) PPP/PFIリスク分析 

 PPP/PFI 事業を対象としたリスク分析を行っている文

献は多数見られるが，財務リスクの観点では Cheah and 

Liu 10)，Liu and Cheah 11)がある． 

 わが国においては，Sato et al. 12)が道路事業のリスクに

ついて，アンケートを基にそれぞれ確率分布を設定し，

定量分析を行っている．また菅野ら 13)は，水道事業にお

ける官民連携方式導入に関するリスク分析を行っている．

上田・宮本 14)は，仮想的な道路事業を対象に，リスクの

連鎖性を考慮し，計量分析を行っている． 

 統合分析については，Miyamoto et al. 15)で提案され，宮

本・北詰 16)において仮想的な道路の新規整備を対象に統

合分析が行われている． 

 

(2) 本研究の位置付け 

 現段階において，国民，事業者，融資者，公的主体の

視点で事業における受益と負担，変動リスクを統合して

把握できる事業評価システムは，Miyamoto et al. 15)，宮

本・北詰 16)のほか数件にとどまる．これらについては道

路 PFI事業を対象とした仮想的な新規整備事業の統合分

析や実際のコンセッション事業評価を行っているが，本

研究では，新設から運営までの一体的なコンセッション

事業を対象としている．本稿ではその基本的な枠組みを

構築した段階であるが，一部では実績値を使用すること

で精緻化を目指している． 

 よって，新設施設の混合型コンセッション事業におけ

る設計・建設・維持管理・運営の一体事業を対象として

いる点が，本研究における特色である． 

 

 

3. わが国におけるコンセッション事業の現状 

 

(1) コンセッション事業の概要 

コンセッション事業は 2011年のPFI法改正により導入

された手法であり，利用料金の徴収を行う公共施設等に

おいて，公共が施設の所有権を有したまま運営権のみ民

間事業者に設定する方式である．公共主体のメリットと

しては，施設所有権を有しているものの，リスクの一部

を民間側に移転できることや，運営権設定によって運営

権対価を取得でき，一方民間事業者のメリットとしては

事業機会の創出に加えて，事業運営・経営に対して裁量

が拡大されることや柔軟な料金設定が可能であること，

抵当権の付与による資金調達の円滑化などが挙げられて

いる． 

 

 

図-1 コンセッション事業スキーム 

 

(2) コンセッション事業の現状 

 コンセッション事業は「PPP/PFI 推進アクションプラ

ン」1)（最新版は 2019 年改定版）における PPP/PFI 推進

のための施策の一つに記載されており，具体化のための

重点分野における目標の設定や，混合型事業の検討推進

について触れている．その重点分野として，空港，水道，

下水道，道路，文教施設，公営住宅，クルーズ船向け旅

客ターミナル施設，MICE 施設が挙げられている．コン

セッションの事業規模目標は 2013年度からの 10年間で

7兆円としている． 

現在，空港 6件，水道 6件，下水道 6件，道路 1件，

文教施設 3件，公営住宅 6件の事業化目標は達成してお

り，その他の事業についても導入・検討等が行われてい

る．本研究の対象である新設施設のコンセッションにつ

いては，有明アリーナ，大阪中之島美術館，愛知県国際

展示場，横浜みなとみらい国際コンベンションセンター

の 4施設が挙げられる． 

 

 

4. コンセッションの事業類型 

 

(1) 公共施設等整備の残債 

 コンセッション事業においては，返済すべき債務があ

る場合と債務が無い場合で運営権対価の設定をはじめ，

事業スキームが異なる．例えば既存のコンセッション施

設の場合，会計上の残債がない施設としては国立女性教

育会館，個別会計での残債がない施設としては国管理空
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港，個別会計としての残債がある施設としては関西国際

空港や愛知県有料道路（特措法上の有料道路全般）が挙

げられる． 

 

(2) 運営権対価の帰属先 

 民間事業者が公共に支払う運営権対価について，公共

側の帰属先についても留意が必要である．1 つは公共団

体の一般会計に帰属するパターンであり，例えば大津市

の公営ガス事業では運営権対価の一部を学校給食事業の

基金に充当するという報道もある． 

2 つ目は，特別会計である．これは主に国管理空港に

おけるコンセッション事業に見られる．国管理空港の場

合には自動車安全特別会計の「空港整備勘定」が該当し，

プール制によって運用されている． 

3 つ目は，事業体ごとの個別会計である．コンセッシ

ョン事業においては国立女性教育会館が該当し，各事業

の公共支出額の削減が期待できる． 

また，愛知県国際展示場については，既に実施してい

る別事業である愛知県有料道路コンセッション事業の運

営権対価の一時金収入を整備費の財源として充当できる

ような制度改正を国に要請している． 

 

 (3) 新設施設におけるコンセッションの事業形態 

 わが国のコンセッション事業の事例では既存施設に運

営権を付与した事例が多いが，先述のとおり新設施設の

コンセッション事業として，有明アリーナ，大阪中之島

美術館，愛知県国際展示場，横浜みなとみらい国際コン

ベンションセンターの 4施設が見られる．これらの事業

については，設計・建設と維持管理・運営が別事業とな

っており，それぞれ事業形態が異なる． 

 有明アリーナについては，従来方式で設計・建設を実

施し，東京オリンピック後の 2021 年からコンセッショ

ン事業者による運営となっており，従来方式＋コンセッ

ション方式の事業スキームである．また，大阪中之島美

術館についても同様に設計・建設は従来方式で実施し，

運営をコンセッション事業として実施する． 

また，愛知県国際展示場は DB（デザインビルド）方

式となっているが，維持管理・運営は別途コンセッショ

ン事業で実施するスキームである． 

 

 
図-2 愛知県国際展示場事業スキーム図 

 

 横浜みなとみらい国際コンベンションセンターについ

ては，MICE 施設及び隣接するホテルを新設する事業と

なっており，MICE 施設の設計・建設・維持管理をサー

ビス購入型 PFI 事業，MICE 施設の運営をコンセッショ

ン事業，ホテル事業は民間収益事業者による関連事業と

して実施している． 

 

 

（横浜市文化観光局資料 17）を基に一部加筆） 

図-3 横浜みなとみらい国際コンベンションセンター事

業スキーム図 

 

 上記 4つの新設施設コンセッション事業については，

いずれも設計・建設及び維持管理・運営が別事業体によ

る実施となっている．本来，運営権は施設が整備された

後に設定されるため，コンセッションガイドラインにあ

るように新設施設においては施設整備とコンセッション

は別事業の取り扱いになる．しかし，例えば施設整備の

サービス購入型 PFIと運営のコンセッションを一体化し

た事業スキームとして同一事業者に一括発注すれば，運

営・維持管理の内容を直接反映した施設整備となり，効

率性が高まることが期待できる． 

上記の 4施設においては事業実施に際しての諸条件に

よるところが大きいため，一体的な事業化が困難であっ

たと思われる．しかし，一般的には運営・維持管理の視

点から施設整備を工夫できることが PFI事業において大

きな利点であり，VFM が高まる主要な源泉の一つと考

えられている．新設施設の場合には，整備と運営・維持

管理の業務統合によって手続き費用が過大になる場合な

どを除き，施設の整備から運営・維持管理に至る一貫し

た事業として形成することが望ましいと考えられる． 

 

 

図-4 混合型コンセッションの考え方 
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 (3) 運営権対価の設定 

 運営権対価の設定については，費用と料金収入想定と

のバランスや，混合型の場合には料金収入に加えてサー

ビス購入料とのバランスによって適切な設定が必要とな

る．また，運営段階における，損出補填やプロフィット

シェア等も民間事業者の需要リスクを低減する意味でも

重要である． 

 

 

5. 統合分析の考え方 

 

 大西・宮本 18)でも述べたが，事業評価及び事業スキー

ムの検討においては，国民視点からの経済分析，事業者

の視点の財務分析，資金調達あるいは融資者の視点から

のファイナンス分析，公共主体の視点からの財政支出分

析の 4つの視点を満足する必要があり，これらのステー

クホルダー間の受益と負担の関係を明らかにする必要が

ある． 

 そこで，これらが互いに連関することから，統合的な

分析が必要であり，本稿では「統合分析」と称している．

この統合分析は森杉 3)が提唱した便益帰着構成表に基づ

いているが，これは均衡理論に基づいて便益の帰着関係

を前提としている．しかし，本稿で用いる統合分析は便

益の帰着を前提とせず，実務的な移転関係を表している

点，事業者と資金調達者をステークホルダーとして導入

している点，変動リスクを考慮した定量リスク分析を行

っている点が異なる． 

 この統合分析は，インフラ PFI事業の事業スキーム検

討手法として宮本・北詰 16)によって提案された．本稿で

の分析では仮想的に設定する新設道路コンセッション事

業を対象とした混合型の事業スキーム検討を行ったもの

である． 

 統合分析表の一例については，図-5に示す．表頭（列）

は事業におけるステークホルダー，表側（行）は各種経

済財務項目を示している．マイナス項目は各ステークホ

ルダーの支出，プラス項目は収入を示している．  

 

 

（宮本・北詰 15)より抜粋） 

図-5 統合分析表の一例 

 また，各ステークホルダーの各項目を合計したものが，

表の最下部である．民間事業者，融資者においては，こ

の合計が利得となり，公共の合計では財政支出，利用者

と社会の合計では消費者余剰を表す．公共の財政支出の

従来型事業との差分は狭義の VFM となる．そして，各

ステークホルダーの通期合計の総和（表中の右下）は社

会的純便益を表す．便益評価については，現状の事業を

ベンチマークとし，各スキームとの差分を比較すること

によって算出することが可能である． 

 

 

6. シミュレーションによるスキーム検討 

 

(1) 前提条件の設定 

 本稿では，宮本・北詰 16)及び上田・宮本 14)で行った道

路 PFI事業での統合分析を再構築し，新設道路の混合型

コンセッション事業を対象として統合分析を行う．前提

条件は図-6 及び表-1 に示すとおり，全長 20kmの有料道

路を新設することを想定し，建設費 560億円，コンセッ

ション方式の場合には建設費と維持管理・運営費の

10％縮減や民間の創意工夫を想定した需要喚起効果とし

て道路利用者 5％増加を設定する．また，コンセッショ

ン事業期間で比較を行うため期間限定的であることから，

便益の資産価値及び財価格への帰着（移転）については

10％として設定している． 

 

表-1 シミュレーションにおける前提条件 

【共通項目】  

建設費 560億円 

用地費 200億円 

維持管理・運営費（事業期間合計） 500億円 

道路料金単価 250円/台 

標準設定交通量 40,000台/日 

利用者単位便益 400円/台 

無利子貸付金割合 50％ 

利用者便益の資産価値への移転率 10％ 

利用者便益の財価格への移転率 10％ 

割引率 2％ 

【従来方式にかかる項目】 

公共調達（起債）スプレッド 1.0％ 

【コンセッション方式にかかる項目】 

出資金 50億円 

民間調達スプレッド 2.0％ 

建設費削減率 10％ 

維持管理費削減率 

（①に対する②の削減率） 
5％ 

維持管理費削減率 

（②に対する③の削減率） 
10％ 

民間事業者需要喚起策効果 5％ 

 

 なお，本稿においては下記の事業スキームを想定し，

3 つのパターンで比較分析を実施する．1 つ目は，従来
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方式であり，設計と建設をそれぞれ公共が個別発注し，

維持管理・運営を道路公社が実施するスキームである．

2 つ目は設計・建設を一括して公共が発注し，維持管

理・運営についてはコンセッション事業で実施するスキ

ームである．3 つ目は，設計・建設・維持管理をサービ

ス購入型 PFI事業で実施し，運営部分について同じ事業

者がコンセッション事業として一体的に実施するスキー

ムである．これは公共事業と有料道路事業を併用して一

般有料道路や都市高速道路を整備するいわゆる合併施行

方式の混合型コンセッション事業である． 

 

図-6 仮想道路の設定 

 

表-2 検討対象の事業スキーム 

パターン 設計 建設 維持管理 運営 

① 
公共 公共 

道路公社 
個別発注 個別発注 

② 
公共 

デザインビルド 
コンセッション 

③ サービス購入型PFI コンセッション 

 

(2) 統合分析表 

 表-2で示した 3つのパターンに対して統合分析を実施

した結果として，①の結果が表-3，②の結果が表-4，③

の結果が表-5である． 

各統合分析表の右端に示す項目の合計を見ると，道路

料金，地価，物価，融資，返済，サービス購入料＋損失

補填金，税金については各ステークホルダー内での移転

のみで，最終的に相殺されるため 0となっている．また，

建設費，運営・維持管理費，関連事業経費はそれぞれ費

用項目となるためマイナス，利用者便益はプラスとなっ

ている．よって，混合型コンセッション方式を検討する

際には費用項目となる建設費，運営・維持管理費が従来

方式より縮減が図られることに加え，コンセッション方

式により利用者の増加（増収）が見込めることが重要で

ある． 

また，今回のシミュレーションでは設定していないが，

利用者数の一定以上の増減が生じた場合には，下回った

場合にはサービス購入料に加えて損失補填金を公共から

民間事業者へ支払うことが想定され，上回った場合には

運営権対価に加えてプロフィットシェアとして料金収入

の一部を公共の収入とすることが想定される． 

今回のシミュレーションにおいては，前提条件の設定

から当然の結果ではあるが，①従来方式及び②DB+コン

セッション方式に比べ，③サービス購入型PFI+コンセッ

ション一体方式の方が社会的便益が見込める結果となっ

ている．実際の導入可能性調査等で統合分析を行う際に

は，前提条件の設定や，民間事業者をはじめとした各ス

テークホルダーの利益と全体の社会的便益とのバランス

を考慮した上でのスキーム検討が必要となる． 

 

表-3 パターン① 従来方式における統合分析表 

 

表-4 パターン② DB＋コンセッション方式における統合分析表 

 

従来型 (単位：10億円)

　　　　　　　　主体

項目

建設費 -56 -56

用地費  -20 -20
運営・維持・管理費　 -40 -40
料金 82 -82 0
利用者便益 131 131
地価 　 -13 　 13 0
物価 -13 13  0
融資 56 -28 -28 0
返済 -66 38 28 0

0
損失補填金 24 -24 0
税金 0 -2 -5 0 -3 9 0

合計 0 8 18 13 10 -35 15

政府 合計公社 融資者 利用者 社会 地主

DB+コンセッション方式 (単位：10億円)

　　　　　　　　主体

項目

建設費 -56 -56

用地費  -20 -20
運営・維持・管理費　 -36 -36
料金 86 -86 0
利用者便益 137 137
地価 　 -14 　 14 0
物価 -14 14  0
融資 33 -8 -25 0
返済 -46 21 25 0
運営権対価 -33 33 0

税金 -1 -3 -5 0 -3 11 0

合計 3 10 19 14 11 -32 25.46

政府 合計
コンセッション

事業者 融資者 利用者 社会 地主

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



 

 

表-5 パターン③ サービス購入型PFI＋コンセッション方式における統合分析表 

 

 

7. リスク分析 

 

(1) 前提条件の設定 

 本稿では，表-6のとおり確率分布を設定している．な

お，本来はリスクワークショップ等によってリスク項目

ごとに確率分布と標準偏差を精緻に設定することが望ま

しいが，本研究においてはデータ等の制約から想定され

る変動リスクに対する仮想的な設定としている．リスク

分析にあたってはモンテカルロ・シミュレーションによ

って 10,000回試行した． 

 

表-6 確率分布の設定 

設定項目 分布 標準偏差 

建設費 正規分布 10% 

維持管理・運営費 正規分布 10% 

需要喚起策効果 正規分布 10% 

標準設定交通量 正規分布 10% 

 

(2) リスク分析 

上記の設定をもとに実施したリスク分析結果が下記の

図-7のとおりである．グラフについては縦軸が確率，横

軸が社会的便益の価格を示しており，縦軸が高いほど起

こりやすい値を表している．結果としては③サービス購

入型PFI+コンセッション方式が他の事業方式に比べ社会

的便益が高い結果となっている． 

 

 

図-7 リスク分析結果 

 

また，社会的便益が 0以上となる確率は，①従来方式

では約 60％，②DB＋コンセッション方式では約 85％，

③サービス購入型 PFI＋コンセッション一体方式では約

90％となっており，リスク分析の観点でも③が優位な結

果となっている． 

 

 

8. 結論 

 

 本稿では，新設の道路事業を対象に，混合型コンセッ

ション事業における統合分析による事業スキームの検討

を試みた．道路公社運営による従来方式，維持管理・運

営のみコンセッション事業で実施する方式，全体をサー

ビス購入型 PFI＋コンセッション事業で実施する方式を

比較することによって，事業検討の際には収支だけでな

く，各ステークホルダーごとの収支や便益の移転関係，

出融資，利用者の余剰，便益関係を含めたスキーム毎の

違いを把握することが出来ることを確認した．さらには

設計・建設段階から一体的に実施するコンセッション事

業の優位性についても，定量的に評価を通して明らかに

した． 

 また，モンテカルロシミュレーションによるリスク分

析についても，それぞれの事業スキームに対して定量的

な分析を試みた． 

現段階では事業形成にあたってのスキーム検討のため

の枠組みを提案するにとどまっており，実際のコンセッ

ション事業導入可能性調査において統合分析を実施する

際には，各項目の設定に対してより詳細な検討が必要と

なると考えられる．今後の課題としたい． 

 なお，本稿の内容はすべて著者たちの個人的見解に基

づくものであり，所属会社の見解を示すものではない． 
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INTEGRATED ANALYSIS METHOD FOR BUILDING CONCESSION SCHEMES 

OF NEW INFRASTRUCTURE PROJECTS 

 

Tomoki ONISHI and Kazuaki MIYAMOTO 

 
Concession projects defined in PFI law in Japan have been increased in recent years, for financial diffi-

culties in the public sector together with aging of infrastructures and public facilities are becoming a serious 

problem. However, as for concession projects of new facilities conducted so far, the schemes are not those 

in which concessionaire can be involved in the stage of design and construction, for construction of new 

facilities and the operation are set up different projcts. Therefore, integrated business procurement to cover 

both of them is desired so that the opportunity to establish a new facility can be utilized to the maximum. 

The purpose of this study is to propose a method for building a project scheme of Design-Build-Finance- 

Operate-Maintenance concession by using the integrated analysis technique. Through simulations of a new 

toll road project with partly payment from the public sector, the applicability of the method to real projects 

is generally confirmed. 
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